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まえがき 

この規格は，産業標準化法第 12 条第 1 項の規定に基づき，一般社団法人電気学会（IEEJ）及び一般財

団法人日本規格協会（JSA）から，産業標準原案を添えて日本産業規格を制定すべきとの申出があり，日

本産業標準調査会の審議を経て，経済産業大臣が制定した日本産業規格である。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣及び日本産業標準調査会は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実

用新案権に関わる確認について，責任はもたない。 
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電気エネルギー貯蔵システム－ 

電力システムに接続される電気エネルギー 

貯蔵システムの安全要求事項－電気化学的システム 

Electrical energy storage (EES) systems- 

Safety requirements for grid-integrated EES systems- 

Electrochemical-based systems 

 
序文 

この規格は，2020 年に第 1 版として発行された IEC 62933-5-2 を基とし，我が国の実情などを考慮し，

技術的内容を変更して作成した日本産業規格である。 

なお，この規格で，附属書 JA～附属書 JF は，IEC TS 62933-5-1:2017 の内容を翻訳したものであり，対

応国際規格にはない事項である。また，側線又は点線の下線を施してある箇所は，対応国際規格を変更し

ている事項である。技術的差異の一覧表にその説明を付けて，附属書 JG に示す。 

1 適用範囲 

この規格は，蓄電池のような電気化学的技術を用いた貯蔵装置をもつ，電力システムに接続される電気

エネルギー貯蔵システム（BESS：Battery Energy Storage System）の安全性について規定する。ここでは，

主に人体に対する安全性について規定するが，周囲及び人間以外の生物に関係する安全性事項も適切な限

り取り扱う。 

電気エネルギー貯蔵システムには，電力システム又は他の供給源からの電気エネルギーを貯蔵し，かつ，

電気エネルギーを電力システムに供給することができる，あらゆる形の BESS を含む。 

UPS などの電力システムから電力の供給を受けるだけの単方向エネルギー貯蔵システムは，この規格の

適用範囲に含まれない。 

この規格は，BESS の全ライフサイクル（設計から運用終了時の管理まで）に適用可能である。 

この規格では，附属書 JA～附属書 JF に記載されている一般安全性考慮事項の範囲に加え，電気エネル

ギー貯蔵システム内の電気化学的技術を用いた貯蔵装置の使用に由来する安全事項を規定している。 

この規格は，個別の装置間（例えば，蓄電池と交直変換装置との間）における相互作用（例えば，故障

の連鎖）によって生じる危険源による危害又は損傷のリスクを低減することを目的に，“電気化学的技術を

用いた”電気エネルギー貯蔵システムの“システムとしての”安全要求事項について規定する。 

注記 1 電力システムの種類は，JB.1 に示す。 


